

































































































































































Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 計
(b）階級別学力別進学率
学力
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ ３ 
Ｃ 1 
C２ 
Ｃ ３ ０００ ●●● １１１ １２３ ●●● ３３４ ●●● ６５３ ●●● ５００ ６４２ ●●● ５００ ７６４ ●●● ５００ ８７６ ■●● 
： 階級別学歴分布表２シミュレーションを用いたブードンの結論には、一般性が欠けていた。ファラロー高坂（句回国Ｈ・‐【・の四百』召⑦）は、ブードンの論証のうち、教育機会の不平等を数理モデル化した。以下ではこれをＦＫモデルと表す。本節で ０Ｖ』』ご・７Ｊｎ丁〈心】〈’’一シ炉一夕しＪ１勾－７１マノ－】百．１「・ノゾー③ブーードンのモデルでは進学率の極限は１となるので、教育機会の平等化はトートロジヵルである。側スクリーーニング、すなわち各階級への学卒者の配分を、ブードンはボックス・モデルで定式化－）た。しか－）、このモデルは窓意的であり、スクリーニングの基本的な仮定に反する結果をもたらすことがある。たとえば高い学歴の人が低い学歴の人よりも下の階級に所属しやすい、ということが起きる。⑤教育機会の平等化の趨勢は西欧諸国の中で普遍的にみられる現象ではなく、国によって、また教育段階に詳しい検討は後に一一・一一で行なうので、ここでは簡単にまとめておこう。仙はシミュレ１ションという手法についての方法論的批判である。これは、後で述べるように数理モデルを用いて克服できる。シミュレーションはパラメータ１を特定の値に固定してモデルの帰結を示すのに対して、数理モデルはパラメーターの値を一般化し、自由な値をとる定数として扱えるからである。②、③はモデルの仮定と現実との対応の問題である。ブードンが反論（団・己・Ｐ＄認）しているように、モデルは理論的仮定に基づいて推論する手段であって、現実を忠実に模写する必要はない。しかし側についてはパラメーターの制約条件によって結果が異なることは十分起り得る。側はモデル化されたスクリーニング構造についての批判であり、より良いモデルで置き換えればよい。ただし、本研究では教育機会の平等化に焦点を置くのでこれについては論じない。⑤はモデルによる結果と現実との矛盾であり、モデルの是非に関わる根幹的な問題である。教育機会が平等化するかどうかは実質的に重要なポイントであり、ブードンの論旨の骨格にも関わる。これについては後で改めて考察する。もっともハゥザ１も、それに反論したブードンも、Ⅱそ奴に代るべきモデルを提示していない。実質的な考察は『■・・ワダヘ残されたままになっている。 ．．．．．・・・（》（認 よって異なる。’一・｜ファラロー高坂モデル 一一ファラロー高坂の数理モデルとその限界 ｜ニーハウザーの批判ハウザー（■ｐｐｍ閂》巴「、）はブードン（団・己・Ｐ乞三）に多くの批判を投げかけた。これを整理すると、主な批判点は以下の５つにまとめられる。率 ，シミュレーションでは、ある特定のパラメーターについてのｂ は結果が得られるだけで、そこから一般的な結論を導くことはできな内：１し②進学率の伸びのパラメーターが現実のデータに基づいていな くい・また、進学率の伸びが止っている社会もある。 時点後にいたるまでほとんど変化しないことから、「教育機会の拡大にもかかわらず、社会的機会（職業機会）の不平等はほとんど減少しない」という結論を導いた。本研究ではブードンの第１の問題、教育機会の不平等に焦点があるので社会的機会の不平等の問題については別の機会に譲りたい。5０ 5１ 階級 学歴(低)Ｅ，Ｅ２Ｅ３(高）計(人）ＣＣＱ計１ ２ 2000１５５５６４４５10000 (､2000）（.1555）（6445）（LOOOO） 11700６７５０1155030000 (､3900）（､2250）（､3850）（1.0000） 36000129601104060000 (､6000）（2160）（､1840）（10000） 497002126529035100000 
111 ブードンは、教育機会の平等化を先進産業社会の特徴ととらえたが、教育機会の不平等が一般に縮小しているとはいえない。ハゥザーが挙げた以外にも、たとえばイギリス（四四］の①】》ご。）やアメリカ（ｍ・ゴーのの》こ「］）で教育 されることは論理的に起り得る。 一一・｜｜ブードンモデル・ＦＫモデルの誤りブードンに対するハウザーの批判のうち、ＦＫモデルはどこまで解決できただろうか。Ｕと②の前半は解決されたが、残りの問題は残されたままである。岳のうち重》蒸葱③と⑤について改めて考察しておこう。ファラロー高坂（一九七六）や高坂（一九八七）は、ブードーンと同じ仮定を持つので、ブードンの問題点を継承している。また、ＦＫモデルによって教育機会の不平等が次第に縮小することは明らかにされたが、それが完全に解消するのかどうかは明らかではない。機会の不平等が時を追うごとに改善されても、一定の大きさの不平等が残 （２） 成して示す。しただけである。 は以下の分析のモデルと対照しやすい形で示すために、ファラロー高坂（一九七六）と高坂（’九八七）の要点を再構Ⅱ］ロ［ロ』（【）、Ｐ（（）］」‐］として、定義される。ｔ＋１時点とｔ時点での学歴ｊに関する教育機会の不平等の差は、レ目同○」（（）Ⅱ閂ロ○』（庁十』）１円同Ｐ（（）［、］Ⅱ｝ロ［ｂ］（（＋巳・ロ駒（｛）、□闇（（＋」）□』（（）］］‐」・このとき、［］内の分子と分母の大小関係をみるために、その（印刑Ｉ印印）Ⅱ｛（｛）とおく。最初の時点（比時点）では、階級２よりも上位の階級１の方が教育機会が大きい（ｂ］（◎）Ｖｂ国（○））庁斗小・烏（庁）Ⅱご〕（（＋」）・宮（庁）ＩＣ⑬（（＋』）．ご』（庁）［①］ Ⅱ１口（桴１ｍ）（（己円Ｓ）１℃⑭（◎））八つ（・・・ＣＡｍＡ得／□』（◎）ＶＰＳ））閉（（）は常に負だから［］内は印州八印由となるので、し崗○）（（）は常に負となる。すなわち、教育機会の不平等は進学率の上昇につれて単調に減少する。 Ｃ（（＋ＵⅡ□（（）＋四ロー己（（）） Ｓハロハピ ［』］この式を変形し、時点を１時点ずつ前に遡っていくと、どの時点の進学率も最終的には初期値すなわち回時点の進学率ロＳ）とパラメーターａで表せる。Ｃ（（＋巳Ⅱ（］１口）己（（）＋ロ ［国］Ⅱｐ’四）［＋惇（ごＳ）ｌ巳＋得学歴レベルｊでの就学率巴（庁）は、合格率ｐのハードルをｊｌ１段階までパスした確率であるから、Ｐ（（）Ⅱで（〔）Ｔ房、 ［』］教育機会の不平等は、学歴水準ごとに定義される。いま２つの階級を任意に選び、上の階級を１、下の階級を２とする。ここで階級はいくつあってもよいし、それに属する人数は問わない。また階級でなく階層であってもよい。ｔ時点における教育機会の不平等は、階級１出身者が学歴ｊを達成する条件つき確率害（（）と、下の階級２出身者が学歴ｊを達成する条件つき確率言（（）の相違である。この相違をハルゼーはそれぞれの確率の対数をとった差として定義した（国巴の①どの庁四｝・》］浅◎》己『）。ラウプ（宛ロロロ乞詮己］屋）や高坂（一九八七）も、教育機会の不平等ＩＥＯ（門口のロロ巴冒・｛向昌８画・息］ｏｇｏＨ（目ご）として同じ定義を採用している。ｔ時点における学歴ｊに関する教育機会の不平等田○一（（）は、閂同○」（（）Ⅱ旨（Ｃ」］（庁））ｌ］ロ（Ｐ活（（）） ［←］ Ⅱ旨［Ｃ」』（【）、Ｃ筒（（）］ ＦＫモデルは次の差分方程式で表される。これはブードンの仮定のとおり、進学率ｐを時間ｔの関数として表－５３－ －５２－ 
LL'１ 機会は平等化していないという知見が得られている。日本においても一九八五年社会階層と社会移動（ＳＳＭ）調査から、教育機会の一律な平等化の趨勢に否定的な結論が得られている。尾鳴（’九八八）によれば、中等教育と女性の高等教育の分野では不平等は縮小しているが、男性の高等教育については就学率では不平等は縮小したが、高校からの進学率では横ばいないし拡大している。それではなぜ教育機会は平等化するというブードンの結論と経験的に矛盾するのだろうか。次の２つが可能性として考えられる・第１は測定の問題で上に述べた不平等の指標がブードンやファラロー高坂の分析と異なることによる。第２は理論的問題で、ブードンのモデルの不備によるものである。これは、仮定の誤りや、モデルに含むべき社会的要因が脱落していることによる。まず、第１の問題、教育機会の不平等ＩＥＣの指標について考察しよう。教育機会の不平等にはいくつかの操作的定義があるが、ここでは指標としての妥当性から、ラウプや高坂と同様に、ハルゼー（国巴の①ご皀冨Ｃ）の指標（３） による値をＩＥＯと定義して議至鋼する。ブードンは、ＩＥＯの操作的な定義をせず、進学率の伸び率の大小を階級間で比較している。しかしブＩドンの表４．９からＩＥＯを求めれば、時代につれてＩＥＯは減少するのでそのモデルに関する限りでは結論は一致する。経験的研究に関しては、先述のハルゼーやボールズは、指標としてＩＥＣを用いていないけれども、進学率の表（出口］の①ご》ご。》Ｈ号］の骨一団・急］のｍ・乞己》Ｈ四ヶ］の、）からＩＥＣを計算すれば、進学機会の平等化はみられないという同一の結論が得られる。基づく表は異なるが、ハルゼー己巴の①『》ご雪》□〕謡）自身も後に再分析を行ない、ＩＥＯによって同じ結論を導いている。また、尾鳴は不平等の指標としてＩＥＯを用いているのでそのまま対照できる。したがって、共通の指標ＩＥＯに基づいて考察しても、ブードンらの理論的研究と、これらの経験的研究は教育機会の不平等の趨勢に関して矛盾していることが確認された。さて、第１の測定問題の可能性は否定されたので機会の拡大にもかかわらず、教育機会の不平等が縮小しない原因を理論的に考察しよう。これまでの研究から、次の要因が不平等の縮小を妨げる要因として考えられる。③進学率頭打ちの効果国民全員に高等教育を受けさせる政策ないし目標を持つ政府はわれわれの知る限り存在しない。現実的にも各教育レベルは何らかの限界を持つと考える方が自然である。これに対して、ハウザーの指摘のとおり、ブードンのモデルでは進学率の極限は１になる。そこで、階級間学力差があってもすべての人が高等教育を受けるようになれば、階級間学力差が就学率に及ぼす効果は実質的には無意味になる。したがって仮にブードンの論証プロセスが正しいとしても、その議論は特殊な条件に基づくものであり、誤りといえる。以下で述べる、階級間学力差もこの要因を抜きに検討できない。⑪学歴段階ごとの進学率の伸びや極限の相違スパディ１（の已身．ご雪）や尾嶋（’九八八）にみられるように、進学率の伸びは教育レベルによって、たとえば高校と大学とで異なる。またある段階では伸びが停滞していたり片方の伸びが時間的に遅れることもある。アメリカでは一九一一○年代から七○年代まで、高校卒業者は側％から別％に伸びたが、高校卒業者の半数が大学に進学し、さらに大学入学者の半数が卒業するという構造は、ほとんど変化がなかった（］のごＯ宙》乞呂》ロＰ劃②①）。すなわち、いずれの段階でも運学率は伸びるというブードンの仮定は成立しない。仮にこれによって教育機会の不平等がもたらされるなら、教育制度間で成長の足並が乱れることが不平等の一因になると考えられる。□０。〈『，クヘ｜〆。。階級間学力差の効果ブードンは教育の不平等を生み出す微視的理奎諏として、階級による価値体系の相違、文化的遺産などの要因を検討し、後の分析では階級間学力差を文化的遺産の１要因として考察した。ブードンの分析では、階層間学力差がないとき、上層と下層の差異係数（ある学歴を達成する確率の比）が、高等教育終了時では〃から四に、高等教育入学時では咀から皿へと、いずれも係数の値が半減している。それにもかかわらず、教育機会の不平等の主な原因は、階級間の学力差であらわされる文化的不平等ではなく、むしろ経済的不平等であるとして、進学率の増大による影響の分析は行なっていない（団・己・ロ》］君岸一・画）。この議論は明らかに誤りである。また国民の所得の増大や公私の奨学制度の充実などによって、経済的不平等が進学に及ぼす効果は 5４ －５５－ 
■ 教育機会の不平等モデルの構造表３Ⅱ’四ヶ（保’四）（（ｂ】Ｓ）１℃やＳ））八つ（・・・Ｃ八四八房ワＶＰｐＳ）Ｖｂ⑭（つ））・・・Ｐ目同○」（庁）八つゆえに、教育機会の不平等は単調に減少する。また、 〔０６（又ＵＤＦ〆、ｌ←《｛）て、教育機会の不平等について考察しよう。昌同○〕（〔）Ⅱ］ロ（巴桿（〔））ｌ］口（Ｓ⑭（（））［＠］ Ⅱ旨［□］（庁）、Ｐ（（）］」ｌ』最初の時点（’回〉時点）では、階級２よりも１の方が教育機会が大きい（ロ］Ｓ）Ｖｂ“（◎））とする。ｔ＋１時点とｔ時点での学歴ｊに関する教育機会の不平等の差は、し閂同○］（（）Ⅱ閂同○］（（＋こ－円同○］（（）。［得ｃ］Ⅱ］ロ［ロ（〔＋得）・ロ園（（）、Ｐ（（＋得）・ロ］（（）］」訓声・一ＤｃＯ。・へこのとき、［］内の分子と分母の大小関係をみるために蚕その（〈印，州ｌ‐へ印”ぬ）Ⅱ【（【）とおく。閉（庁）Ⅱロ（庁十桿）・Ｐ（庁）１℃⑪（〔＋』）。ご】（（）［得』］ この式を変形し、時点を１時点ずつ前に遡っていくと、どの時点の進学率も最終的には初期値すなわち助時点の進学率己Ｓ）と２つのパラメーターａ、ｂで表せる。又斤十］）Ⅱ（］１口）己（庁）＋ロワ［函］しⅡｐ’四）ｍｅ（（Ｉ』）－す）＋ワⅡ口’四）（土（ｂｅ）１ヶ）＋す一一Ｈロロ（ＣⅡすⅡｌ四ワ（ロ（〔）－Ｐ（【）） 縮小しつつあるし、この縮小は理念的にも支持されている。本稿では、進学に関する経済的不平等が縮小しつつあるとき、文化的不平等が教育の不平等を生む原因であるのか否かを検証する。教育の拡充にもかかわらず文化的不平等が教育の機会の不平等の維持に効果を持つならば、ブードンの誤りが実証される。分析に入る前に、各モデルの構造的特徴と先に挙げた３要因の関係を表３に整理しておこう。以下の各節では、これら３要因をモデルの中に組み入れたとき、教育の不平等が縮小するのか否か、また縮小されるとすれば完全な解消に至るのか否かを検証する。｜｜Ｔｌ進学率頭打ちの効果ブードンモデルやＦＫモデルでは、すべての階級・学力について、進学率ｐが１に収束する。すなわち時間ｔが経過すればすべての人が最上級の学校に進学し、機会の不平等は解消される。しかし、すべての人が最上級の学校に行くというのは現実にそぐわない。進学率に天井効果があるときには、学歴の不平等の解消は可能であろうか。進学率がｂで頭打ちになるよう、ＦＫモデルにパラメータ１ｂを導入して次のように一般化する。ご（【＋巳Ⅱロ（（）＋ロ（ず１℃（庁）） Ｓ八四八〕／◎Ａずい巳 ［「］ 一一一修正モデルによる不平等の趨勢 5６ －５７－ ブードン ファラロー高坂 本研究分析手法①階級別学力分布Ｃ→Ｒ②階級別･学力別進学率(C,Ｒ）進学率の極限学校段階ごとの進学率 → Ｅ シミュレーション固定差が縮小１ 定 数理モデル差が縮小１ 一定 iii鯉モデル自由階級間のみ縮'1，０＜ｂ≦１ 自由
［Ｈ函］
］旨曰・一（（）Ⅱ肩］ロ［ロ（【）、Ｐ（庁）］』「」ⅡＰ
７
８
 
したがって長期的には機会の不平等は解消笑これる。
ＦＫモデルは、７式でｂを１とした特殊ケースである。ファラロー高坂（’九七六）や高坂（’九八七）は、教育
機会の不平等が長期的には解消されるか否かを明らかにしていない。しかし、この結果からＦＫモデルにおいて
も、教育機会の不平等が時間の経過につれて完全に解消されることが明らかになる。
Ｐ芦（（）Ⅱ画□三斤）・
［］、］
また、教育機会の不平等は、次のようになる。
昌同○】（（）Ⅱ旨（Ｓ』（〔））’一口（ロ」』（（））
［」①］
ⅡＭ（］ロロ』（（）ｌ｝ごロ］⑭（〔））
最初の時点（向時点）では、どの学校段階でも階級２よりも１の方が教育機会が大きい（□〕］Ｓ）ＶＣ）駒Ｓ）“口］］］）
とする。ｔ＋１時点とｔ時点での学歴ｊに関する教育機会の不平等の差は、
し閂両○一（（）Ⅱ閂同○一（庁十ｂｌＨ同○］（（）
［』『］
ⅡＭ」ロ［Ｐ』（（＋拝）・己］頤（庁）、ｂ］画（庁十］）・害（〔）］・
このとき、［］内の分子と分母の大小関係をみるために、その（印州ｌ申印）Ⅱ帛一（（）斤廿〈・
【」（（）Ⅱご旨（什十』）・ロ］⑭（〔）ＩＤ茜（〔＋］）・ロ」』（（）
［」⑭］
Ⅱ’四）す］（』’四】）（（□芦Ｓ）－℃］団Ｓ））八つ（巴］））
（・・・Ｃ八四」八］“ず）ＶＰＣ）』Ｓ）Ｖご旨Ｓ））
・・・し［同○］（（）八つ
●今へご■》ＣＯ〈一『■、。■｜‘。。
、．．・・、『搾鍼
ゆえに、教育機会の不平等は単調に減少する。また、
宿担》閂同○］（（）ⅡＭ］ロロ）ⅡＰ
［得①］
したがって長期的には機会の不平等は解消される。
いくつかの研究に見られるように、ある学校段階では進学率が上昇しない場合（ａが０の場合）にはどうであ
ろうか。肥式から、それより下の少なくとも１つの段階で進学率の差が縮まるなら、ＩＥＣは０には至らないけ
れども縮小する。たとえば中学から高校への進学率の差が縮小すれば、高校から大学への進学状況が変らなくて
一一一・一一学校段階ごとに進学率が異なる場合
学校制度は、ブードンのモデルのように１つ上の教育段階に上がるごとに、進学者数に一定の比率で枠をはめ
ているわけではない。各教育段階》」とに進学できる比率は異なるし、その進学率の天井もたとえば高校と大学が
同壽しであるとは考えにくい。また既にみたように進学率が横ばいで伸びが止っている場合もある。このような
学校制度間の拡充のテンポがそろわないことが不平等の一因であるのだろうか。一般にｐ、ａ、ｂが学校段階ｊ
で異なってもよいように、前節のモデルをさらに次のように修正する。
□」（（＋』）Ⅱ□］（（）＋ロ］（ロー己］（（））
Ｓ八四）八桿〆Ｃ八ヶ』Ⅲ』ゾ巴］］）
［岸』］
’’三節と同様にして、時点を１時点ずつ前に遡っていくと、最終的には初期値すなわち此時点の進学率□Ｓ）と
一一三節と同様にして、時点を
２つのパラメーターで表せる。
［
０
６
（
ｘ
》
１
１
‐
Ⅱ
‐
このとき、学歴ｊ・を達成する確率ｐ］］（【）は、
□〕（（＋Ｐ）ⅡＰＩＰ］）己」（Ｃ＋Ｐ］ウ］
ⅡＣｌ四一）［＋Ｐ（ロ）Ｓ）１ヶ〕）＋す］
一胃ロロ）（ＣⅡす）
［』←］
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［１６《ｘＵ〈Ｆ‐Ｐグー、８０００”△トリ
また、【函ＰＳ）ｌ【ら噸（つ）Ⅱ己］（◎）ＩＤ噸（ＳＶＣであるから、し田○】（〔）八つとなる。
【（（）Ⅱロ］（庁十得）・Ｐ（（）ＩＣ国（（＋』）・ロ（（）
［画一］。
Ⅱ１口（桿’四）（（尻毛■Ｓ）ｌ【ら⑬（つ））
Ｓ八四八巳
（【ロロ】Ｓ）ｌ【］ロ鱒Ｓ））は、学力分布やｐの初期値によって正負どちらの値もとる。
．．・し門口○一（（）八つ］魚【い□Ｓ）ｌ【も⑬Ｓ）ＶＣ
［』、］
し曰○）（（）Ⅱ◎黙｛【い□（ｅｌ【ら⑭（◎）Ⅱ◎
し閂同○］（（）ＶＣ－【閉炭忌］Ｓ）ｌ【』Ｐ（Ｃ）八つ
機会の不平等は、場合によっては縮小するどころか単調に増大する。一般に最初の時点（十町時点）でロ（Ｃ）“□”Ｓ）
はいずれも正と仮定するなら、朋式の１行目の条件式は次の式と同値である。
【』、□］Ｓ）八【い、ご画Ｓ）
［国、］
機会の不平等が縮小するのは、この条件が成立する場合に限られる。この条件は、最初の時点（向時点）から
極限までの進学率の伸びが、階級１よりも階級２の方が高いことを意味する。また、不平等の極限は、
宿崗・』（（）Ⅱ宿旨［ｂ』（庁）、Ｐ（（）］）‐｝Ⅱ］ご負］一舞浄）」‐」・
［』『］
ゆえに、長期的に機会の不平等が縮小する場合にも、不平等は一定の水準以下には下がらない。
それではなぜブードンらと反対の結論が導かれたのであろうか。それは、ブードンやファラロＩ高坂は進学率
の極限値を１とおいていたためである。比を１とすると、
も大学段階での機会の不平等は縮小する。
’一一・’’一階級間学力差を含めたモデル
階級間学力差は不平等を媒介する１つの重要な要因と考えられている。それにもかかわらずブードンは、学力
差があっても教育の機会の平等が得られるかのように述べている。これはジェンクスらの研究結果と矛盾する。
またＦＫモデルではこの要因は除かれている。ここでは階級別学力差があるとき、教育機会の完全な平等は実現
されないことを明らかにする。ブードンのモデルを多少修正し、階級ｉの進学率は、各学力（ｈ）別の進学率山を
（４） 
人数の構成比乢でウェイトづけした平均値となるとして、次のように定義する。
［函Ｃ］
己一（（）Ⅱ鋼ヱーゴローゴ（（）
（川三房Ⅱこ
また、進学率は、しだいに業績原理に支配されるとする。すなわち、同じ学力の者同士では階級による差は単
調に縮小し、進学率はいに収束するとする。
ロ言（庁十』）Ⅱ已一可（（）＋四（すゴーロゴ（【））
Ｓ八四八骨／Ｃ八ケすい巳
［凹桿］
では、教育機会の
め、【（Ｃを変形する。
このし一弐」竜ロ】（（＋程）ⅡＭＺ屋・已冒（（＋澤）
［回国］
ⅡＭＺ言［（］’四）己冒（〔）＋ロケす］
Ⅱ（』１口）ロ一（（）＋四Ｍｚご耳
Ⅱローロ）［＋房（ご】（つ）ｌ【一）＋【一
（【一Ⅱ細ｚ二・宴）
［画②］
矛這ロ（［）Ⅱ扉
各階級の進学率は囚で頭打ちとなる。｜般に、上の階級ほど進学率囚は高くなるので、階級による進学率の差
は解消されない。
【一ⅡＭｚ三・豆ⅡＭｚ】ゴⅡ得．
教育機会の不平等は縮小するだろうか。’’一・｜節と同様に、ｔ＋１時点とｔ時点での不平等の差をみるた
官恒ロ（庁）Ⅱ【一Ⅱ桿
6１ 6０ 
可
ハ
ニ
■
！ 逆にいうなら、階級間に学力の差がありそれが解消されないとしても、すべての人が最高学歴を取得できる状
況に推移するなら、教育機会の不平等は次第に縮小し、究極的には完全に解消される。
本研究では、ラァラロー高坂のモデルを修正し、教育機会の拡大が教育機会の不平等の縮小につながらない理由
を理論的に考察した。階級間に学力差がない場合には、進学率が頭打ちでも教育機会の平等がもたらされる。ま
た、学校制度の拡充状況が段階によって異なっても、これによって機会の不平等が拡大することはない。しかし、
階級間の学力格差を残したまま業績主義を追求することは、機会の平等をもたらさない。条件によっては教育機
会の不平等をむしろ拡大する。また、不平等が縮小する場合でも、ある水準以下にはならない。すなわち、教育
機会の平等化という趨勢命題に対して、ジェンクスらと同様に否定的な結論が引き出される。教育が不平等の再
生産を行なっているのは、文化的条件の相異を通じて教育と選抜に内在的に組込まれたメカニズムによることが
明らかにされた。また、これらの帰結として、ブードンによる社会的不平等の趨勢に関する命題についても、再
（５） 
吟味する必要性を示唆する。
本稿では、進学率の上昇は外生的に決定されるとしてモデル化したが、進学率〈
ある・進学率の増加過程は階級間の相互準拠的メカニズムとしても捉えられよう。
ある。進些
論じたい。
注仙切・＆・ロ（ここ）は国・＆。ご皀畠）の英訳ではなく書き改めた別の本であるが、同じ論旨であるのでここでは同一の
ものとして扱った。引用の章・節の番号は後者による。
②高坂（一九八七）は、甸胃胃・Ｉ病・の四百（邑忌）の基本部分を、数理社会学入門セミナーのために易しく書き直したも
のである。ただし、ＩＥＯの定義が異なるのでこれに関する結論は異なる部分がある。本稿では、両者を一体とし
て扱い、ＩＥＣに関しては高坂二九八七）の定義に従った。
③本研究では、階級や学校段階を離散的変数として扱うので、教育機会の不平等は、階級ｉ出身者が学歴ｊを達成す
る条件つき確率卯と、下の階級ｆ出身者が学歴ｊを達成する条件つき確率叩の相違として定式化する必要があ
る。そのためには次の４通りの方法、⑪両者の差、Ｃ」’１口」一へ②両者の比、□」一、Ｐ」一へ③相違比（＆の窟Ｈ】ｑＢｇ）、す
なわち両者の対数をとった差、一口（Ｐ」｜）’一口（Ｃ」一・）、側オッズ比（見込比、。＆の吋昌・）、すなわち③において進学率の代
りに進学者と非進学者の比を用いた指標、一口（Ｐ一一、（』ＩＣ」一））’一口（Ｃ」一、（』ＩＣ」一》））、がある（出口｝の①］の〔口］・『』房っ己冒、
今田一九八五ｂ）。いの指標では、２つの階級の進学率がそれぞれｎ％と５％の場合と、閲％と別％の場合では、
不平等の程度が等しくなるが、これは絶対的な進学率の大きさを考慮していないので不適切である。また、②と③を
比較すると、③は、３つの階級ｉ、ｊ、ｋがあるとき、ｉとｊとの不平等崗○（】△）が崗○（】／丙）１局○（丙」）と等
しくなるが②はこのような性質を持たないので扣③の方が好ましい（國巴の①『の【巳・』房◎牢已「）。今田は③と側を比
・
伊
一
（
。
》
。
●
う
較して、後者は周辺度数から自由であると、王張してい（蜜が（今田、一九八五ｂ）、これは誤りである（尾鳴、’九八
八）。ここでは、進学率伽から解釈が容易であり、他の研究とも比較の容易な③を採用する。４式の右辺第２項から
明らかなように、この定義はブードンの差異係数の対数をとった値になるので意味が明らかであり、演算上も扱いや
四
結
論
側ブードンのモデルでは各階級の学力集団別に進学率が規定され、階級ｉの進学率はＭｚニープ』となる。したがって２
段階以降の進学率は一般に本研究のモデルと異なる。
⑤本文では触れなかったがブードンに触発されて、潮木二九七五）は教育機会の開放度と学歴効果の強さをシミュ
レーションで変化きせ社会移動に与える効果を分析した。また、今田（一九八五ａ）は教育政策が階層間に及ぼす利
付記本稿は、第田回日本社会学会大会（一九八九年一○月一一一日、東京・早稲田大学）で報告・配布し
た論文を元に〈修正・加筆したものである。有益な助言を頂いた、白倉幸男、高坂健次、小林淳一、平松闇、
木村邦博へおよび匿名の懇篤なレフリーの各先生方に感謝致します。
す
い
と
い
う
利
点
が
あ
る
。
進学率の変動自体も重要な社会過程で
れよう。これについては、稿を改めて
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文献ｍ・己・Ｐ用・乞弓・［」召①］ロ角蔦叩自諒討号吻、言胃＄ロケ日三のシロ目己Ｏ・｝旨・杉本一郎・山本剛・草壁八郎訳一
九八三、『機会の不平等』新曜社・
国。＆。Ｐ内・』＠「←１回旦冒巨註§》。ごミミミ曾口菖旦のｏｎ目一角言冨＆愚②》］○ゴロ三一一の『陣の○口の・
団○口ＱｏＰ内・」雪③・貧○○日目】の貝○口四四口の①円）の閃のぐ一の。『。｛ｐＱＥＯ胃】。Ｐ○℃□○耳巨ロ】ｑ》口ｐＱｍｏｎ国巨ロのロロ巴】ご）ご』ミ⑩瓜日菖
ごミ苫ミミの・９戸）巴》四魂屋『Ｊ１巨雪。
、○三「］のの》の」＠コ．《ごロのＰ目一向目０畳・ロロョ岳の丙のｐｏｓ＆○二・（岳のｍｏＱ巴ロヨの】・ロ・【百ヶ・『》菖功８薑）＆記員言』
用ざ諒註日（田ご冨○冒昌団》』。（宮門日ロワの一一］・ロロロシ・国・国口］ののど．＆の。］ヨヨ・串ざミミロ苫＆甸号島）媚望営団回忌日感。旨》○廷Ｃａ
ご己ぐ・可の冊・）「教育の不平等と社会的分業の再生産」潮木守一他編訳一九八○、『教育と社会変動』桿三‐〕忠・東京
害を分析した。しかし、階級間の学力差の解消が困難である（］のロ０房》］ヨロ）とすれば、本研究の結論から、政策によ
って教育機会を操作できる余地は理論的に非常に限定されることが明らかにされる。
司口ＢＨＰ目ケ・〕・目Ｑ【・宍○の四丙四・』召⑤．《（鈩宣回昏の日呉】８－シロ巴昌の』の。【、○口□○口》の言。□の］ご》の。○昔への甸量の。⑩『ごｇｓ冒註。旨》
国巴の①畳）シ・国・巴。．《《目○三四己の言の【】〔ＤＢ＆勺目ロの○四の①。｛、国冨ご）ご旨【口【四ヶの」》］・口ロロ少・国・出口」の①］・の。の》用す＆⑮寅
冒已宜８房〕巴冒回＆言塁○菖》』「い‐』霊・○×【。ａロヨぐ・勺『ののの．「メリトクラシーの幻想」潮木守一他編訳一九八○、
『教育と社会変動』］弓‐屋函・東京大学出版会
国四一の①ご》シ・彦．》シ・句・■の再戸口ロ。］・言・幻】９ｍの》巴函つ・○畠對冨＆苫ａＣ⑮蔓苫Ｑ言菌・○一日のロロ。ご勺『のｍの．
國目の①『》閃・言」君＠・寛○口■・己・ロ》の三・・の一・【の。Ｏ巨三・亘］ご葛」言夏日言ご覺冨ミミのご言斉璽》函ご］』‐冨函・
今田高俊一九八五ａ「階層構造の変動設計と政策評価」安田三郎他編著『基礎社会学第５巻社会変動』東洋経
済新報社画旨１画Ｓ
今田高俊一九八五ｂ「階層と社会移動」門脇厚司他『生活水準の歴史的推移』田切‐＄←総合研究開発機構
］のロロ丙のｂ・の斤囚］」召国』言婁曼ご》、四ｍ】０，．・蚕橋爪貞雄・高木正太郎訳一九七八『不平等』黎明書房
高坂健次一九八七、「教育機会の数理モデル」『理論と方法』ぐ○一・ｍ“］全‐』巴・
尾嶋史章一九八八、「教育機会へのアクセスに関する趨勢分析」一九八五年社会階層と社会移動全国調査委員会編
『酉》』『い－』②ｍ・
潮
木
守
一
一
九
画』恥一つＩ「一・
宛目口ごくの日のＨ・」＠量・ｍｐ斡○苫ミ』討討ミ⑤》角富迂冒斡○菖の一行門侭、冒菖叱雨菖忌苫只冒討ミｇの苫＆習い§・伊四口、・
の。＆ご》二・○』＠ｓ・含両目０畳・目」三・三冒口＆しＤＣののの函の『○三ヶ四己勺四日□・×のの》ご崖冒三目苫ご§旨ミミのごｇ高ご》
大
学
出
版
会
』、》』哩桿Ｉ←「、。
会
移
動
全
国
調
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委
員
会
『一九八五年社会階層と社会移動全国調査報告書第３巻教育と社会移動』ら‐霊・’九八五年社会階層と社
一九七五、
「教育と階層移動に関するシミュレーション分析Ⅲ」『名古屋大学教育学部紀要（教育学科）』
Ｐ０戸・守
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」
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こ
う
し
た
視
点
は
、
現
代
家
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に
対
す
る
見
方
を
強
く
規
定
し
て
い
る
。
わ
が
国
の
家
族
変
動
を
「
家
的
直
系
家
族
」
か
ら
「
修
正直系家族」への移行としてとらえる要田は、夫婦中心家族イデオロギーの浸透、生産力の向止と並んで、産業
。⑪⑩ＵＦ》今，「くぷ●
化にともなう地域移動の増加を「家」制度崩壊の要因にあげ、終生同居から親老齢化後の同居へという図式を示
す二九七八、七頁）。また「古典的拡大家族」に対置される「修正拡大家族」の概念では、個々の核家族が独立
に居住し、地理的近接性を要求しないことが一一一一口及される（口薯禺》こき逵一》巴語い宮）。いずれの場合も、「修正」
の内容として、個々の家族的核の平等性・自律性等と並んで、同居もしくは近居の放棄が含まれているのである。
産
業
化
に
と
も
な
う
人
口
の
流
動
化
は
、
都
市
へ
の
人
口
の
流
入
・
集
積
と
し
て
特
徴
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
た
め
都
市
性
の
視
点
は
、
親
族
の
空
間
的
分
布
を
考
え
る
上
で
非
常
に
重
要
で
あ
る
。
た
と
え
ば
京
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の
大
都
市
圏
で
は
、
そ
の
巨
大
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人
口
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ゆ
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地
域
は
非
常
に
広
範
囲
に
渡
る
と
予
想
さ
れ
る
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本
稿
で
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現代産業社会における人口の流動性は、現代家族を特徴づける主要な要因のひとつである。すなわち産業構造
の転換・職業移動の増加とともに人口の地域間移動が活発となり、親族が空間的に拡散する可能性が高くなる。
親族間の地理的距離の拡大は、親族関係に影響を与えずにはおかず、少なくとも対面的接触頻度は大幅に低下す
『６だろう。 InequalityofOppOrtunityandEducation 親族
の
空
間
的
分
布
と
親
族
関
係
問
題 mzA3ayos/ZjIiMﾉα川oto
KZz"czza川Ｕ〉z/zﾉ川ﾉｫ〕ノ
Educationhastwooppositefunctions-thechannelofmobilityandthe 
mediaofinheritance・ＡｌthoughBoudonshowedthatenlargementof
educationbringsmallerinequalityofeducationalopportunity(IEO)using 
simulation，itcontradictsempiricalfindings・
Thisarticleexploredthecauseofthefailureofthesimulation，and 
threefactorswhichmaymaintainIEOareexamined,usingmathematical 
models、Themodelsreviealedthatenlargementofeducationcant
vanishIEOandsometimebringlargerIEO,ifculturaldifferencebetween 
classesexists・OnlyinspecialcaseBoudonshowed，IEOfallaway
perfectly． 
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